
平成16年 国民生活基礎調査の概況  

調査の概要  

結果の概要  

Ⅰ 世帯数と世帯人員数の状況   

1 世帯構造及び世帯類型の状況   

2 65歳以上の者のいる世帯の状況   
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3 児童のいる世帯の状況  

Ⅱ 各種世帯の所得等の状況  

年次推移別の所得の状況  

五分位階級別の所得の状況  
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世帯主の年齢階級別の所得の状況  

特定世帯別の所得の状況  

貯蓄、借入金の状況  

生活意識の状況  6
 
 

Ⅲ 世帯員の健康状況  

自覚症状の状況  

通院者の状況  
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日常生活への影響  

健康状態  

健康意識  

悩みやストレスの状況  

健診（健康診断や健康診査）や人間ドックの受診状況  

Ⅳ 介護の状況   

1 要介護者等のいる世帯の状況  4
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2 要介護者等の状況  

3 主な介護者の状況  

4 要介護者等と同居している主な介護者の悩みやストレスの状況  

5 居宅サービスの利用状況  

6 介護者の組合せの状況  

統計表・参考  

用語の説明  
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厚生労働省二大 臣官房統計■「青幸良書β  

社 会 統 計 課 国 民 生 活 基 礎 調 査 室  

ダイヤルイン（03）3595－2974  TEL 代表（03）5253－1111  

担当係 世帯・介護に関する事項  

所得・貯蓄に関する事項  

調査第1係（7587）  

調査第2係（7588）  

調査第3係（7591）  健康に関する事項  
厚生労働省ホームページ  URLト1ttP∴りw紺．雨引鳥．gり．、J  



【利用上の注意】   

（1） 表章記号の規約  

計数のない場合  

統計項目のあり得ない場合  

計数不明又は計数を表草することが不適当な場合  

表章単位の2分の1未満の場合  
減少数（率）の場合  

（2） この概況に掲載の数値は四捨五入してあるので、内訳の合計が「総数」に合わない場  

合もある。   

（3） 「世帯」に関する事項において、年次推移に係る昭和60年以前の数値は「厚生行政基  

礎調査（厚生省大臣官房統計情報部）」による。   

（4） 平成7年は、阪神・淡路大震災の影響により、兵庫県については調査を実施しておら  

ず、数値は兵庫県分を除いたものとなっている。   



調 査 の 概 要  

1 調査の目的  

この調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調査し、厚生労働   

行政の企画及び運営に必要な基礎資料を得ることを目的とするものであり、昭和61年を初年   

として3年ごとに大規模な調査を実施し、中間の各年は小規模な調査を実施することとして   

いる。  

平成16年は、第7回目の大規模調査の実施年であった。   

2 調査の対象及び客体  

全国の世帯及び世帯員を対象とし、世帯票及び健康票については、平成12年国勢調査区か   
ら層化無作為抽出した5，280地区内のすべての世帯及び世帯員を、介護票については、同地   

区から無作為に抽出した2，500地区内の要介護者・要支援者を、所得票及び貯蓄票について   

は、前記の5，280地区に設定された単位区から無作為に抽出した2，000単位区内のすべての世   

帯及び世帯員を客体とした。  

（注：「単位区」とは、推計精度の向上、調査員の負担平準化等を図るため、一つの国勢調   

査区を地理的に分割したものである。）   

3 調査の実施日  

世帯票・健康票・介護票  平成16年6月10日（木）  

平成16年7月15日（木）  所得票・貯蓄栗  

4 調査の事項  

世帯票 ‥‥‥‥・  

健康票 …‥・‥・  

介護票 ……・‥  

乳幼児の日中における保育等の状況、世帯主との続柄、性、出生年月、  

配偶者の有無、公的年金・恩給の受給状況、就業の状況等  
自覚症状、通院、日常生活への影響、健康意識、悩みやストレスの状況、  

健康診断等の受診状況等  

介護が必要な者の性別と出生年月、要介護度の状況、介護が必要となっ  

た原因、居宅サービスの利用状況、主な介護者の介護時間、家族・親族  

等と訪問介護事業者による主な介護内容等  

所得の種類別金額、所得税等の額、生活意識の状況等  

貯蓄現在高、借入金残高等  

所得票  

貯蓄票  

5 調査の方法  

世帯票、介護票及び所得票については、調査員が世帯を訪問し、面接聞き取りの上、調査   

票に記入する方法により行った。   

健康票及び貯蓄票については、あらかじめ調査員が配布した調査票に世帯員が自ら記入し、   

後日、調査員が密封回収する方法により行った。  

一1一   



6 調査の系統   

・世帯票・健康票・介護票  

厚生労働省一 都道府県  指導員一 調査員 一 世帯員  保健所  

」保健所設置市 
特  別  区  

」  

・所得票・貯蓄票  

厚生労働省一 都道府県  

L市．  
福祉事務所  指導員一 調査員 一 世帯員  

特別区及び福祉  

事務所を設置する町村  

7 結果の集計及び集計客休  

結果の集計は、厚生労働省大臣官房統計情報部において行った。  

なお、調査客体数、回収客体数及び集計客体数は次のとおりであった。  

集計客体数  

調 査 客 体 数   回 収 客 体 数  （集計不能のもの  

を除いた数）   

世帯票・健康票   276，682世帯   220，948世帯  220，836世帯   

所得票・貯蓄票   36，567世帯   25，621世帯   25，091世帯   

介護票   6，834人   5，854人   5，804人   
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